認定NPO法人 ジャパン・プラットフォーム 御中
熊本・復興経験と知見をつなげる活動研修への助成
申請書・予算書
団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　印

申請団体概要

	団体名
	ふりがな　

	
	

	法人格
	無・仮設住宅自治会・自治会・NPO法人・NPO法人申請中・社団法人

その他（　　　　　　　　　　　　　）

	設立年月
	　年　　月　設立
	法人格取得
	年

	活動メンバー
	　　　　　　人

	所在地
	〒



	電話／FAX
	TEL　
	FAX　

	Eメール
	

	ホームページ
	

	団体代表者
	役職名：
	氏名：

	事務連絡担当者
	役職名：
	氏名：

	事務連絡先
	〒



	
	TEL
	Eメール


1. 団体の設立・活動目的はどのようなものですか？
	


2. 団体のこれまでの支援活動としてどんなことを実施していましたか？（熊本地震への対応も含む）　

	


3. 熊本地震に関する支援活動（複数ある場合は、主要な3地域での活動）
	地域名（仮設住宅団地名）
	およその支援開始時期
	支援事業の概略

	記載例） ○○町 ○○仮設住宅
	2016年　11月頃から
	見守り支援、イベント開催

	
	　　　　年　　　月頃から
	

	
	　　　　年　　　月頃から
	


4. 現在、団体が直面している課題や困難、地域の状況などはどのようなものですか？
	地　域　名
	（○○市/町の名称や、活動が特定地域の場合は仮設住宅団地名等をお書きください）


	地域の状況や課題など
	（申請団体が取り組んでいる領域、テーマのことについて記載して下さい）


	団体の状況や課題など
	（申請団体の内部体制や人材など、団体側の状況について記載して下さい）



5. 今回の助成で、学びたいこと、理解を深めたいことはどのようなことですか？（最大でも3つ程度）
	分野・テーマ
	（仮設支援、組織基盤強化等、任意のテーマを設定して下さい）


	内　容
	１
	

	
	２
	

	
	３
	


※学びたいこと、理解を深めたいことをなるべく具体的に記載して下さい。その際、全くわからないのか、○○はわかるが、□□の部分を知りたい等とお書き下さい。
6. 研修終了後、団体としてどんなことを学び、どのような状態になっていたいですか？
	（いわゆる活動を達成した時の状態についてお書き下さい）



7. 研修先として訪問を検討している地域や団体はありますか？
	研修先として検討している地域や団体の有無（該当に〇印）
	　　有　　・　　無（未定）

	訪問先地域名
	

	団体名
（複数でも可）
	

	選んだ理由・
これまでの
関係性
	（選択理由、講師として招聘したことがある等の関係性について記載して下さい）



※申請時に決まっていなくて結構です。採択後に、課題に応じて派遣地域、団体等を検討する集合研修があります。団体のご紹介も致しますので、決まっていない場合は「未定です」に〇をして下さい。
8. 助成が決定した場合、どのような方が視察訪問しますか？　（申請団体の内部・外部の方）
	
	名前
	ご所属
	役職名
	申請団体との関係性

	1
	
	
	
	

	2
	
	
	
	

	3
	
	
	
	

	4
	
	
	
	

	5
	
	
	
	

	上記にあげた方の内、
	
	人程度の参加を想定する。


· 訪問先や時期によって参加の可否があるので、現時点での申請団体の想定や希望で結構です。
· 5人以上を想定している場合は、行を増やして下さい。上記にあげて頂いた方のうち、〇人程度という記載で結構です。申請団体との関係性の表記は、団体役職員、協力者等をお書き下さい。
9. 団体としての、なぜ今この研修助成を受けようと考えましたか？　（支援の必要性や意気込み等）
	（申請理由や、この種の研修が申請団体にとってなぜ必要であるか等についてお書き下さい。）



10. 団体としての、今後の方向性として何かイメージがあれば教えて下さい
 ※2018年～2020年くらいを想定して（想定で結構です）
	（2－3年後の地域の状況を想定しながら、申請団体としてどう関わりたいか等、お書き下さい）



11. 集合講座へご参加されましたか？　※別紙で参加された講座をお知らせください。
	講座に参加されましたか？
	　　しました　　・　　していません


12. 予算　　※50万円分（主に人件費等）の使途について予算を策定してください。
	費目
	詳細
	金額
	助成申請

	研修旅費
	訪問先や時期、人数によって変わりますので、現時点での予算試算は不要です。（最大35万円の計上ですが、助成決定後内訳を提出いただきます。精算は証憑を添付いただき実費を助成します。）
	350,000
	〇

	人件費等
	助成申請できるのは最大で50万円 
※自己資金等がある場合は申請額＋自己資金等の金額の合計額
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	事業費
相当額
	事業費相当額・10万円を計上する場合は、右の欄に計上して下さい
※詳細は募集要項6.a-4) をご覧ください。
	
	

	合計
	円
	


※助成申請…総予算のうち、本助成金による補助・充当を求める金額の右列に○をつけて下さい。

	収入内訳
	本助成金
	円

	
	自己資金等
	円

	
	
	

	合計（予算合計と同額）
	円


13. 本助成金以外に、平行して助成申請をしている案件がありますか？
	申請先機関名
	助成プログラム
	事業期間
	金額
	状況

	例）○○財団
	熊本地震支援助成
	2017年4月1日～6月30日
	500,000
	申請中

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


状況は、右記のなかから選んで下さい：　申請書提出済、助成決定済、その他
申請団体メンバー表（該当するA又はBどちらかにご記入下さい。）


申請主体が、役員等を定めた団体・組織になっていない場合は、本申請事業に携わる主要なメンバーを5名以上ご記入下さい。
	役割・役職
	氏　名
	住所（番地不要）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※住所はどの様な方が関わっているかを確認するためのもので、詳細な番地は不要です。　


法人格の有無を問わず、申請主体が役員等を定めた団体・組織になっている場合には、以下に役員名をご記入下さい。
	役職
	氏名
	他所属等

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※必要であれば、行を追加して記入して下さい。他所属の欄は無ければ空欄で構いません。　　　

集合講座参加者名・申告書フォーム
右側の欄に、申請団体と関係のある参加された方のお名前をお書き下さい。
※講座に申請団体の関係者がどなたも参加していなくても、申請は出来ますが講座参加者の有無も評価の項目になりますので、ご留意下さい。お申込者名簿と確認させて頂きます。
	
	講座内容
	講師
	参加者お名前

	2月17日(金)
	「復興」とは何か
	野崎隆一氏・菅野拓氏・田村太郎氏
	

	
	復興を支える財源と
法制度
	菅野拓氏（阪神・淡路大震災記念 人と防災未来センター 研究員）
	

	
	復興まちづくりと
合意形成
	野崎隆一氏（NPO法人神戸まちづくり研究所 理事長）
	

	
	復興支援の全体像
	田村太郎氏（一般財団法人ダイバーシティ研究所 代表理事／復興庁 復興推進参与）
	

	2月18日(土)
	被災者といきがい・
しごとづくり
	中村順子氏（認定NPO法人コミュニティサポートセンター神戸 理事長）
	

	
	復興における
中間支援組織の役割
	石塚直樹氏（一般社団法人みやぎ連携復興センター チーフコーディネーター）
	

	2月20日(月)
	仮設住宅での
コミュニティ形成支援
	遠藤崇広氏(特定非営利活動法人みんぷく 支援プロデューサー)
	

	2月28日(火)
	女性・子育て世代の
課題と支援
	小川ゆみ氏（一般社団法人マザー・ウイング 理事）
	

	
	会議の
ファシリテーション
	三浦まり江氏（NPO法人陸前高田まちづくり協働センター 理事長）
	

	
	大学生だからできる
復興支援～在学中と卒業後の関わり方～
	赤澤清孝氏（特定非営利活動法人ユースビジョン 代表）
	

	
	ファンドレイジングの基礎
	河合将生氏（NPO組織基盤強化コンサルタント office musubime 代表）
	

	
	まちづくりへの
参加のデザイン
	浅見雅之氏
（人・まち・住まい研究所 代表）
	

	
	コミュニティにおけるファンドレイジング
	河合将生氏（NPO組織基盤強化コンサルタント office musubime 代表）
	

	
	連携と協働で

支える地域づくり
	鹿野順一氏（ＮＰＯ法人いわて連携復興センター 代表理事）
	

	
	メモリアル事業の
事例と考え方
	森田拓也氏（公益財団法人 神戸いきいき勤労財団）
	

	３月１日（水）
	課題と目標の立て方
	山崎庸貴氏（一般社団法人ふくしま連携復興センター 理事・事務局長）
	

	
	国際基準でみえてくる支援現場の課題
	松尾沢子氏（特定非営利活動法人国際協力NGOセンター 能力強化グループマネージャー）
	

	３月１日（水）
	復興まちづくりの
ケーススタディ
	野村勝氏（細田・神楽地区まちづくり協議会会長）
	

	３月３日（金）
	復興とともに生きる
子ども・若者への支援
	門馬優氏（NPO法人TEDIC 代表理事）
	

	
	成果の表現と
広報の技術
	船木成記氏（尼崎市顧問／博報堂）
	

	
	地域の産業の再生と
仕事の創出
	松村豪太氏（一般社団法人ISHINOMAKI 2.0 代表理事）
	

	
	補講・総論①
	田村太郎氏（一般財団法人ダイバーシティ研究所代表理事／復興庁復興推進参与）
	

	
	補講・総論②
	田村太郎氏（一般財団法人ダイバーシティ研究所代表理事／復興庁復興推進参与）
	

	３月10日（金）
	対人援助の基礎
	田村太郎氏（一般財団法人ダイバーシティ研究所代表理事／復興庁復興推進参与）
	

	
	人材マネジメント
の基礎
	田村太郎氏（一般財団法人ダイバーシティ研究所代表理事／復興庁復興推進参与）
	

	３月24日（金）
	保健福祉分野から見た被災者支援
	原田奈穂子氏（東北大学大学院医学系研究科 保健学専攻 地域ケアシステム看護学分野講師）
	


上記の講座参加者と、申請団体との関わり
	お名前
	申請団体内の役割・関係性
	本研修事業における役割・
関与の有無

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※講座へ参加した方のお名前と、本研修事業にも関わるのかどうか等をお知らせください。
※講座へ不参加の場合でも、採択候補にはなります。
A：5人以上の住民グループ等





B：その他地縁組織、任意団体や法人等
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